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「コーポレート・ベンチャリングの推進組織と推進者 

－創発性および戦略主導重視の視点からの考察－」 

 

                                    橋本良子 

 

 現在、企業では自らの成長と存続のために、コーポレート・ベンチャリング（以下

CV と略す）の重要性が増している。しかし、先行研究では、CV を総合的に理解する

ためのフレームワークはなく、CV を推進する推進者の重要性は指摘されているものの、

その役割について具体的に明らかにしているものは見当たらない。 

本論文の第１の目的は、CV の推進組織と推進者について、CV の推進方法の違いに

着目し、類型化することにより、CV 研究のフレームワークを提示することである。第

２の目的は、そのフレームワークの確かさを確認するために、具体的な企業事例にお

いて検討することである。 

分析枠組としては、CV 推進方法の違いにより、創発性重視型と戦略主導重視型に

CV 推進組織を類型化し、それぞれの推進者を創発企業家、戦略遂行企業家に分類して、

先行研究からその役割や資質を明確にし、さらに企業事例の先行研究およびインタビ

ュー調査によって検討することで、その分類の適切性を明確にした。CV 推進支援組織

については、CV 推進を支援する支援組織の必要性を先行研究から明確にし、CV の投

資先の違いから、社内ベンチャーへの投資による CV を支援する支援組織と社外ベン

チャーへの投資による CV を支援する支援組織に類型化し、それぞれの推進者をアド

バイザー型マネジャーとプロデューサー型マネジャーに分類して、企業事例の先行研

究およびインタビュー調査によって検討することでその分類の適切性を明確にした。

本論文で取り上げる CV 推進組織は、CV の発展プロセスにおけるスタートアップ時期

を対象とした。 

CV の定義としては、第１に既存企業が、新規の事業に対して自社の経営資源を活用

して事業化するプロセスであり、第２に事業化プロセスの手法として、企業内への投

資だけではなく、社外ベンチャーへの投資、M&A および提携が考えられるが、単なる

投資に対するリターン目的のコーポレート・ベンチャー・キャピタル(以下 CVC と略

す）は含まないとした。 
 

 本論文の構成は次のとおりである。 

序章   コーポレート・ベンチャリング研究の位置付け 

第 1 章 コーポレート・ベンチャリング研究における先行研究 

第 2 章  コーポレート・ベンチャリングの推進組織と推進者 

第 3 章  コーポレート・ベンチャリングの推進支援組織と推進者 

第 4 章  コーポレート・ベンチャリングの事例研究 

終章   コーポレート・ベンチャリング研究の総括と課題 

 

 以下、各章の概略を記す。 

序章では、CV の発展プロセスおよび CV 推進組織および推進支援組織と各推進者の

類型をあらかじめ提示した上で、CV 研究の背景と課題を検討している。そこでは、

Penrose、Chandler、Rumelt、Ansoff、吉原ほかなどの企業成長論と多角化理論を検

討することにより、CV を企業成長論と多角化論を背景に位置づけることを明確にした。

これら先行研究で共通しているのは、目まぐるしく外部環境が変化する時代において、

新規事業分野への参入による企業成長を目指した多角化は全社戦略として有用であり、
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その手法として CV は有効なツールだと位置づけることが適切であるという点である。 
CV に関する先行研究において、企業成長を目指して CV を推進すると指摘している

のは、Peterson、榊原ほか、Block and MacMillan、大江、山田、Laurie、Wolcott and 
Lippitz、長谷川らである。多角化の手段として CV の重要性を指摘しているのは、中

村・石井、加護野・山田、棚橋である。 
 
第 1 章では、CV 研究が盛んな米国および我が国における先行研究を年代別に検討す

ることを通じて、CV を推進する上での課題がどのように理解されてきたのかを明らか

にしている。 
米国での CV 研究においては、1960 年代以降、企業成長および多角化の手法として

CV は重要であること（Peterson、Roberts、Hanan）、1970 年代には成功・失敗要因

のデータを使用しての研究の進展が見られるようになったこと（Jones and Wilemon、
von Hippel、Fast）、1980 年代には企業家精神の重要性が強調されるようになったこ

と（Pinchot、Block  and Ornati、Sykes and Block）、1990 年代以降には CVC が重

要視されるようになったこと（Block and MacMillan）、2000 年代以降には CEO によ

る CV 推進、CVC を始めとした多様な CV が論じられ得るようになったこと（Laurie、
Burgelman、Wolcott and Lippitz）を明らかにした。 

日本での CV 研究においては、1970 年代から 80 年代にかけて大企業の事例研究を

中心に推進され、社外ベンチャー投資、M&A、提携等の米国で重視されている手法は

あまり用いられてこなかったこと（清成ほか、中村・石井、榊原ほか）、1990 年代に

は全社戦略の一環として CV を捉え、成功要因の検討はあるが失敗要因分析はほとん

ど見られないこと（加護野・山田）、2000 年代には人事制度として位置づけられた全

社戦略としての CV であること（中原、棚橋、清水、長谷川）を明らかにしている。 

こうした検討を行った上で、CV の定義、CV の全社戦略との関係性、発展プロセス、

CV 推進組織と推進者について分析し、日米の今後の課題に見る共通性と違いについて

論じた。 
 

第 2 章では、加護野・山田、山田、Burgelman、Freedman and Tregoe、Block and 
MacMillan、大江、Laurie、NRI アメリカ/バブソン大学、棚橋、日沖、Wolcott and 
Lippitz、Drucker、Pinchot などを検討し、以下のことを明らかにしている。 

CV 推進組織を創発性重視型と戦略主導重視型の 2 類型に分類し、それぞれの CV 組

織の推進者タイプとして、創発企業家と戦略遂行企業家を提示し、具体的な先行事例

研究における CV の発展プロセスごとの役割、さらに、CV 推進組織の推進者像を従来

型組織のライン職能のマネジャー像と比較することで、CV 推進組織の推進者の育成・

選抜・任用に必要な要件を論じている。 

創発企業家に求められる役割は、自ら企業家精神を保有し、次に多様な機能・分野

からチームメンバーを集め、CV 推進のためのビジョンを構築し、企業内で正式に社内

企業として認められるよう活動し、事業化に必要な経営資源を得ることである。戦略

遂行企業家に求められる役割は、事業を引っ張るビジョンを常に発信し、会社の内外

に CV 推進組織を広報宣伝し、有効性を訴え、熟達した政治力を発揮し、適切な人材

集団を CV 推進組織に引き寄せ、保持するとともに、そのチームを鼓舞し、活動を実

行させることである。 

次に、創発企業家と戦略遂行企業家について、先行事例研究からその具体的な役割

を検討することができた。創発企業家の事例としては、富士通と 3M を取り上げ、戦
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略遂行企業家の事例としては、旭化成の建材・住宅事業と IBM の PC 事業創造を取り

上げた。さらに、従来型ラインマネジャーに関する金井、Mintzberg の先行研究の議

論より、CV 推進組織の推進者を従来型ラインマネジャーと比較することにより、その

違いを明確にした。 
CV 推進者の任用課題としては、創発企業家と戦略遂行企業家では、その育成、選抜、

任用に違いがあることが明白となった。創発企業家は、自らが企業家になることを目

指す方向に企業の組織風土を整えなければ出現しないため、全社的な取り組みが必要

である。一方、戦略遂行企業家は、選抜により任用されるため、その選抜の基準を明

確にする必要があり、そのためには、戦略遂行企業家として求められる役割や資質に

ついて、事例研究などにより、更なる具体化を推進すべきだと考える。 

 

 第 3 章では、大江、Mason and Rohner、中原、中村、松田などを検討し、以下のこ

とを明らかにしている。 

CV 推進支援組織については、社内・社外という投資スタイル別に分類し、各支援組

織の推進者については、社内ベンチャーへの投資を推進支援するアドバイザー型マネ

ジャーと、社外ベンチャーへの投資を推進支援するプロデューサー型マネジャーの 2
タイプに分類した。さらに先行研究より、アドバイザー型マネジャーに求められる役

割とプロデューサー型マネジャーに求められる役割を明確にし、具体的な先行企業事

例研究において検討を行った。 
アドバイザー型マネジャーに求められる役割は、CV 推進マネジャーへのアドバイス、

カウンセリング、事業進捗管理、事業化支援プロセス支援、事業化評価、外部機関等

とのコーディネート、イノベーションメンターなどである。プロデュ―サー型マネジ

ャーに求められる役割は、社外ベンチャー投資先の選定や評価、投資先との交渉開始

から事業立ち上げまでの総合支援、社内外の人間関係のコーディネートなどである。 

先行企業事例研究として、アドバイザー型マネジャーについては、パナソニックと

サーモエレクトロンを取り上げ、プロデューサー型マネジャーについては、富士通と

カーギル e ベンチャーズを取り上げ、CV の発展プロセスごとにその役割を明らかにし

た。 
 さらに Mintzberg、八代の従来型スタッフマネジャーに関する先行研究と CV 推進

支援組織のマネジャーを比較することにより、その違いを明確にした。従来型スタッ

フマネジャーはその専門性により得られた情報を広く社内に知らしめる役割を担うス

ペシャリストタイプであり、CV 推進支援組織のマネジャーは幅広い知識および社内外

に広い人的ネットワークを保有し、社外ベンチャーへの投資においては、投資先との

窓口として、交渉や調整、折衝を推進することにより、ゼネラリストタイプであるこ

とを明確にした。 

 

 第 4 章では、第 2 章にて提示した CV 推進組織の推進者である創発企業家と戦略遂

行企業家について、また、第 3 章にて提示した CV 推進支援組織の推進マネジャーであ

るアドバイザー型マネジャーについて、インタビューおよび公開されている企業情報

による企業事例分析を行っている。具体的には、創発企業家に関する企業事例として

は、大手メーカー3 社と大手電鉄会社 1 社の計 4 社を、戦略遂行企業家に関する企業

事例としては、大手メーカー3 社と大手ガス会社 1 社の計 4 社を取り上げた。いずれ

の企業も CV の理由としては、企業成長および多角化の手法としての重要性を挙げて

いた。創発性重視型における創発企業家と戦略主導重視型における戦略遂行企業家、

CV 推進支援組織におけるアドバイザー型マネジャーについて、事例から検証すること

により、本フレームワークの有効性をある程度、明らかにできた。同時に、本論文の
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事例研究の対象企業では、CV 推進開始から一定の経過を経て、推進目的の変化（事業

構造改革や余剰人員再配置から新事業開発）、創発企業家類型から戦略遂行企業家類型

への移行、戦略遂行企業家類型でも制度の推進から休止、そして再度の推進へと変化

しているといった事例が見られ、類型分析の妥当性とともに、類型の移行や同一類型

での変遷が明らかとなった。 

 

 終章では、各章の内容を整理しつつ、CV 研究の総括を行った上で、今後の課題を明

確にしている。本論文の結論は、次のとおりである。新規事業分野への参入による企

業成長を目指した多角化戦略の手法として CV は有効なツールだと位置づけることは

適切であり、かつ CV 研究がこうした意味で企業成長論と多角化理論をより充実させ

るものである。そして、創発性および戦略主導重視の推進組織に類型化し、それぞれ

の推進者を創発企業家と戦略遂行企業家に分類し、推進支援者をアドバイザー型マネ

ジャーとプロデュ―サー型マネジャーに分類するというフレームワークは CV を理解

する上で有効性をある程度、明らかにすると同時に、このフレームワークについては、

CV のありようを単に類型化して明らかにして見せるだけではなく、CV の目的や組織

的対応が変化したり、類型が移行することがあるという柔軟性を持った見方が一定程

度できたと考える。 
今後は、このフレームワークを用いての事例検討を更に進める際に、上記のような

柔軟な見方を含めて精緻化を図ることが必要である。その際の着眼点としては、第 1
に、CV 推進の発展プロセスごとの創発企業家と戦略遂行企業家の役割およびアドバイ

ザー型マネジャーとプロデューサー型マネジャーの役割に関する事例検討の蓄積であ

る。第 2 に、創発企業家と戦略遂行企業家の資質や役割に関する適合性についての検

討および育成・任用手法・選抜方法に関する検討である。第 3 に、事例検討において

は、CV 推進のありようの変化、類型の移行といった見方を含めた経過的変化の検討で

ある。 
また、今回の企業事例研究において、創発企業家と戦略遂行企業家ともに存在して

いた企業とそうでない企業が見られたが、このような違いによる CV の成功確率への

影響について検討する必要がある。さらに、第 4 章の企業事例研究において、CV 推進

支援組織に関する分析は、その存在の有無についての検討に留まっており、その推進

マネジャーに関する類型別の検討が不足している。この理由としては、社外ベンチャ

ーへの投資を対象とする CV 事例が少なかったことが挙げられ、最後に、今回のイン

タビュー調査では、第 3 章で提示した CV 推進支援組織のプロデューサー型マネジャ

ーについての検証ができなかったが、このことについても今後の研究課題にしたい。 
いずれにせよ、CV 研究の発展のためには、事例研究の蓄積と分析によるフレームワ

ークのさらなる高度化が必要である。 
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